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令和６年度概算要求の概要（老健局） 
 

 

【一般会計】  

令和６年度概算要求（Ａ） 

（うち、老健局計上分） 
 

 令和５年度当初予算額（Ｂ） 

（うち、老健局計上分） 
 
 

  差   引                 （Ａ－Ｂ） 
 
 
 

（うち、老健局計上分） 
 

 

 

 

３兆７，１５８億円 
（３兆４，５２７億円） 

 

３兆６，３００億円 
（３兆３，７０５億円） 

 

＋８５８億円  
＜対前年度伸率＋２．４％＞ 

 
（＋８２２億円） 

＜対前年度伸率＋２．４％＞ 

 

 

※ 「老健局計上分」は、他局計上分（第２号保険料国庫負担金等）を除いた額である。 

※ 計数は「重要政策推進枠」及びデジタル庁計上分を含む。 

※ 物価高騰対策等については、今後の物価高騰等の状況を踏まえ、予算編成過程で検討。 

※ 令和６年度介護報酬改定等の財政影響、消費税率引上げに伴う社会保障の充実等（地域医療介護総

合確保基金、地域支援事業のうち包括的支援事業、介護保険の第１号保険料の低所得者軽減措置、介

護保険保険者努力支援交付金等）、「新しい経済政策パッケージ」に基づく介護職員の更なる処遇改

善については、予算編成過程で検討。 

※ 防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に基づく社会福祉施設等の耐震化等について

は、「経済財政運営と改革の基本方針 2023」を踏まえ、予算編成過程で検討。 

※ 計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。 
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○ 介護保険制度による介護サービスの確保（一部社会保障の充実） 

3 兆 2,551 億円 → 3 兆 3,343 億円 
 

地域包括ケアシステムの実現に向け、介護を必要とする高齢者の増加に伴い、在宅

サービス、施設サービス等の提供に必要な経費を確保す る。なお、令和６年度介護報

酬改定等の財政影響については、予算編成過程で検討する。 

 

  

・介護給付費負担金          2 兆 3,576 億円 → 2 兆 4,178 億円 

各市町村における介護給付及び予防給付に要する費用の 20％を負担。 

（施設等給付費（※）においては、15％を負担） 

※ 施設等給付費とは、都道府県知事等が指定権限を有する介護保険施設及び特定施設に 

係る介護給付費。 

 

・調整交付金                 6,400 億円 → 6,563 億円 

各市町村における介護給付及び予防給付に要する費用の５％を負担。 

（各市町村の 75 歳以上の高齢者割合等に応じて調整） 
 

・第２号保険料国庫負担金（保険局計上分）   2,575 億円 → 2,602 億円 

国民健康保険等の介護納付金に係る国庫負担（補助）。 

  

 

○ 介護保険の第１号保険料の低所得者軽減措置（社会保障の充実） 

786 億円 → 786 億円 

（公費 1,572 億円） （公費 1,572 億円） 

介護保険の第１号保険料について、介護給付費の５割の公費とは別枠で公費を投入

し、低所得の高齢者の保険料の軽減を行う。 

 

 

 

 

  

１．介護保険制度による介護サービスの確保等 

（R5予算）３兆３，３５３億円 →（R6概算要求）３兆４，１４２億円 

Ⅰ 令和６年度概算要求の主要事項（一般会計） 
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【地域支援事業の推進と市町村支援】 
 

  ○ 地域支援事業の推進（一部社会保障の充実）1,933 億円 → 1,933 億円 
 

地域包括ケアシステムの実現に向けて、高齢者の社会参加・介護予防に向けた

取組、配食・見守り等の生活支援体制の整備、在宅生活を支える医療と介護の連

携及び認知症への支援等を一体的に推進する。 

 

・ 介護予防・日常生活支援総合事業等の推進（一部社会保障の充実） 

  1,666 億円 → 1,666 億円 

要支援者等の支援について、介護サービス事業所のほか、NPO、協同組合、社会

福祉法人、ボランティア等の多様な主体による地域の支え合い体制を構築するとと

もに、住民主体の活動を通じた高齢者の社会参加・介護予防の取組等を推進する。 

 

・ 包括的支援事業の推進（社会保障の充実）   267 億円 → 267 億円 

 （公費 534 億円） （公費 534 億円） 

全ての市町村で、以下の①から④までの事業を実施。 

① 認知症施策の推進 

認知症初期集中支援チームの関与による認知症の早期診断・早期対応や認知

症地域支援推進員による相談対応、認知症カフェの設置、社会参加活動の体制整

備、認知症の人やその家族の支援ニーズと認知症サポーターを中心とした支援を

つなぐ仕組み（チームオレンジ）の整備、認知症の人と家族を一体的に支援する

プログラムを提供するための事業、若年性認知症支援コーディネーターと連携し

た支援や夜間・休日等の時間外における相談支援体制の整備など、市町村におけ

る認知症に係る事業を推進する。 

②生活支援の充実・強化 

生活支援コーディネーターの配置や協議体の設置のほか、高齢者の就労的活

動をコーディネートする人材の配置等により、高齢者の社会参加及び生活支援の

充実を推進する。 

③在宅医療・介護連携の推進 

多職種協働により在宅医療・介護を一体的に提供できる体制を構築するため、

都道府県・保健所の支援の下、市町村が中心となって、地域の医師会等と緊密に

連携しながら、地域の関係機関の連携体制の構築を推進する。 

  

２．地域包括ケアシステムの推進 

（R5予算）２,３１２億円 →（R6概算要求）２,３１２億円 

．地４．認知症施策の総合的な推進＞すべて推（２，３１２億円 
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④地域ケア会議の開催 

地域包括支援センター等において、多職種協働による個別事例の検討等を行

い、地域のネットワーク構築や地域課題の把握等を推進する。 

 

○ 地域づくり加速化事業            1.0 億円 → 1.0 億円 

地域包括ケアを全国で推進するため、市町村の地域づくり促進のための支援パッ

ケージ(注)を活用し、有識者による研修実施や、総合事業等に課題を抱える市町村等

への伴走的支援等を行う。令和６年度は地域で活動するアドバイザーを養成するな

ど、地域レベルでの取組を一層促進するとともに、生活支援体制整備事業を更に促

進するためのプラットフォームを構築する。 

（注）市町村等が地域包括ケアを進める際に生じる様々な課題を解決するための実施方法やポイン

トをまとめたもの。 

 

 

【保険者機能の強化、介護予防の取組】 
  

○ 保険者機能強化推進交付金等による保険者インセンティブの推進（一

部社会保障の充実）（一部推進枠）      350 億円 → 350 億円 

保険者機能の強化に向け、市町村や都道府県による取組の客観的な評価結果に応

じて交付金を交付し、予防・健康づくり等を充実させるインセンティブを与えるこ

とにより、保険者等による高齢者の自立支援・重度化防止等を推進する。また、保

険者機能強化に意欲的に取り組むものとして、一定の要件に該当する保険者に対

し、追加的な配分を行う枠組みを新たに創設する。 

 

 

○ 保険者による自立支援、重度化防止、介護予防の横展開（一部新規） 

52 百万円 → 62 百万円 
 

保険者において、保険者機能の強化と自立支援・介護予防事業が着実に実施され

るよう、市町村を支援する都道府県等への研修や普及啓発等を行うとともに、市町

村が KDB システムのデータ分析機能を活用するための研修会等を開催し、都道府県

が医療従事者向けに介護予防に関する研修会を開催できるよう支援することによ

り、介護予防の取組をさらに推進する。 

 

○ 大規模実証事業              90 百万円 → 90 百万円 

社会参加と生活習慣病対策に係る取組の効果に関するデータを収集し、これらを

通じた高齢者の健康づくり・介護予防の手法について検証する。 
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【生涯現役社会の実現に向けた環境の整備等】 
 

○ 高齢者地域福祉推進事業（老人クラブへの助成） 24 億円 → 23 億円 

老人クラブが行う高齢者の健康づくり・介護予防活動など各種活動に対する助成

や、都道府県・市町村老人クラブ連合会が行う老人クラブの活動促進に対する助成

等を行う。 

 

○ 全国健康福祉祭（ねんりんピック）事業    1.0 億円 → 1.0 億円 

令和６年度に開催予定のねんりんピック（愛媛県大会）に対する助成を行う。 

 

○ 高齢者生きがい活動促進事業            44 百万円 → 44 百万円 

住民主体による生活支援、共生の居場所づくりや農福連携など、高齢者の社会参

加・役割創出に資する活動等の立ち上げへの支援を行う。 

など 

 

【在宅医療・介護連携の推進】  

 

○ 在宅医療・介護連携に係る地域支援事業の推進(社会保障の充実)【再掲】 

多職種協働により在宅医療・介護を一体的に提供できる体制を構築するため、都

道府県・保健所の支援の下、市町村が中心となって、地域の医師会等と緊密に連携

しながら、地域の関係機関の連携体制の構築を推進する。 

 

○ 在宅医療・介護連携推進支援事業         22 百万円 → 46 百万円 

     地域の実情にあわせた在宅医療・介護連携に関する取組の推進・充実を図るた

め、在宅医療・介護連携に係る検討委員会の設置、実態調査、プラットホームの作

成、担当者会議等を実施するとともに、事業コーディネーターの育成を実施する。

また、市町村を支援する都道府県等に対して技術的支援を行う。 

  

  

【その他】  

 

○ 高齢者住まい・生活支援伴走支援事業    20 百万円 → 20 百万円 

高齢者等が安心して地域で暮らしていけるよう、居住と生活の一体的支援を行う

取組の普及促進を図る観点から、当該取組の検討・実施予定の市町村に対し、有識

者等の派遣、実態把握、意見交換、課題検討等の支援を行う。 

 

○ 離島等サービス確保対策事業        12 百万円 → 12 百万円 

離島等地域の実情を踏まえた介護サービス確保等のため、離島等におけるホーム

ヘルパー養成など、人材の確保対策に重点をおき、具体的な方策・事業の検討や試

行的事業等を実施する。  
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【介護分野におけるＤX の推進・科学的介護】 

 

○ 介護関連データ利活用に係る基盤構築事業（一部推進枠） 

12 億円 → 25 億円 

令和５年５月 12 日に成立した改正介護保険法や医療 DX の推進に関する工程表

の内容を踏まえ、介護サービス利用者に係る情報（※）を介護事業所等の関係者が

電子的に共有できる介護情報基盤を整備するため、基盤構築に係る拠点整備、資

格情報確認のための仕組み構築、各システムの要件定義等を行う。 

（※）要介護認定情報、介護レセプト情報、LIFE 情報、ケアプラン情報等を想定。 

 

○ 科学的介護情報システム（LIFE（※））の改修・運用 

6.1 億円 → 5.6 億円 

介護現場での PDCA サイクルを推進し、自立支援等の効果が科学的に裏付けられ

た介護を実現するため、必要なデータ収集・解析・フィードバックを行うデータベ

ース（LIFE）について、介護報酬改定に伴う機能改修や令和７年度における顕名デ

ータベース構築に向けた開発等を行う。 

（※）Long-term care Information system For Evidence; LIFE ライフ 

   

○ 科学的介護に向けた質の向上支援等事業   41 百万円 → 91 百万円 

LIFE の利活用に係る好事例の収集等を行うとともに、LIFE について、市町村・

介護事業所で指導的な役割を担う人材を育成するための研修資料作成等を行う。ま

た、令和５年度までに整備を行った拠点において、LIFE に関わる人材育成、研究

及び普及啓発等を実施する。 

    

○ 介護サービス情報公表システム整備等事業 

（一部推進枠）  1.9 億円 → 5.8 億円 

令和６年度に施行される「介護サービス事業者経営情報の調査・分析等」制度の

円滑な実施のため、介護事業者の経営情報を調査・分析するためのデータベースの

構築を行うほか、他のサブシステムについて必要な改修を行う。 

 

〇 介護保険制度改正等に伴うシステム改修（推進枠）        28 億円 

令和５年制度改正及び令和６年度介護報酬改定等に対応するため、都道府県シス

テム、市町村等（保険者）システム及び国民健康保険団体連合会の「介護保険審査支

払等システム」の改修に必要な経費を補助する。 

３．介護分野におけるＤＸの推進・科学的介護・生産性向上の取

組を通じた介護サービスの質の向上等 

（R5予算）３８億円 →（R6概算要求）９２億円 

 

 

（R5予算）364億円 →（R6概算要求）368学的介護の推進、生産性６．

新型コロナウイルス感染防止に配慮した介護サービス提供体制

の確保等＞推・支 

（R5予算）４８９億円の内数等 →（R6概算要求向上の取組を通じた介

護サー７． その他＞総（企画調整）、支援課、指導室 

（R5予算）51億円 →（R6概算要求）50億円 
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〇 介護保険システムの標準化に向けた標準的仕様書作成等業務 

委託事業                                              86 百万円 

介護保険の業務システムの標準化を行うために策定した標準仕様書３．０版につ

いて、介護 DX 等を踏まえた改版に要する費用を補助する。 

 

〇 介護保険資格確認等 WEB サービス（推進枠）             2.0 億円 

介護保険資格確認等 WEB サービスを構築し、「マイナポータル API」を搭載する

ことで、介護事業所において、マイナンバーカードを使って被保険者情報を閲覧で

きるようにする。 

 

〇 介護 DX 関係工程管理支援（推進枠）                     2.4 億円 

介護 DX 関係プロジェクトの全体管理支援、進捗管理支援、課題管理支援、リスク

管理支援、関係者調整等を行う。 

 

〇 介護保険事業者及び介護支援専門員管理システム 国家資格等情報連

携・活用システムへの業務移行等事業                    67 百万円 

介護支援専門員の資格管理を「国家資格等情報連携・活用システム」において行

うため、現行の資格管理システムである「介護保険事業者及び介護支援専門員管理

システム」のデータベース移行や改修等を行う。 

 

※その他、以下のシステムの改修や運用等を行う。 

・介護保険事業状況報告システム事業         79 百万円 → 78 百万円 

・介護保険事業者・介護支援専門員及び業務管理体制データ管理システム運用事業 

9百万円 → 9 百万円 

・業務管理体制の整備に関する届出システム      35 百万円 → 35 百万円 

・介護保険総合データベースシステム管理運営・分析事業  2.9 億円 →2.0 億円 

・要介護認定データの国保連合会への送信委託費    28 百万円 → 28 百万円 

・介護保険総合データベースの第三者提供関係経費    1.2 億円 → 1.0 億円 

・「見える化」推進事業                2.7 億円 → 2.6 億円 

 

【生産性向上の取組を通じた介護サービスの質の向上等】 

 

○ 介護テクノロジー導入支援事業（仮称）（地域医療介護総合確保基金） 

（一部新規）137 億円の内数 → 137 億円の内数 

「介護ロボット導入支援事業」、「ICT 導入支援事業」の統合・支援メニューの再構

築を行い、介護職員の業務負担軽減や職場環境の改善に取り組む介護事業者がテクノ

ロジーを導入する際の経費を補助し、生産性向上による働きやすい職場環境の実現を

推進する。 
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○ 介護生産性向上推進総合事業（地域医療介護総合確保基金） 

137 億円の内数 → 137 億円の内数 

  介護事業所における生産性向上の取組に係る各種相談や支援などを総合的・横断

的に一括して取り扱うワンストップ型の総合相談窓口となる「介護生産性向上総合

相談センター」を設置するなど、都道府県が主体となった生産性向上の取組を推進

する。 
 

○ 介護ロボット開発等加速化事業 （推進枠） 5.0 億円 → 8.9 億円 

介護現場の生産性向上に資するよう、介護ロボット等の開発等を促進するため、

ニーズ側・シーズ側の一元的な相談窓口、開発実証のアドバイス等を行うリビング

ラボ等からなる介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム構築に取り組

むとともに、相談窓口等と連携し、2025 年大阪・関西万博での効果的な取組の情

報発信に係る好事例の収集及び普及方策の企画・検討を行う。 

 
   
○ ケアプランデータ連携システム構築事業（一部推進枠）  

  2.7 億円 → 3.2 億円 

介護事業所等の間でのデータ連携を促進し、事業所の負担軽減を図るため、令

和５年度に本格運用開始したケアプランデータ連携システムに係る運用・保守や機

能改修に必要な経費を支援する。 
 

○ 介護事業所における生産性向上推進事業（推進枠）        

1.7 億円 → 1.7 億円 

セミナーや相談会を通じて生産性向上の取組の普及を図るとともに、法人間の連

携による生産性向上の取組や介護職員へのスキルアップ、ICT の効果的取り組みの

横展開に関する調査研究等を行う。 
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認知症施策推進大綱(令和元年６月 18 日認知症施策推進関係閣僚会議決定)に基づ

き、認知症の発症を遅らせ、認知症になっても希望をもって日常生活を過ごせる社会

を目指し、「共生」と「予防」を両輪とした施策を引き続き推進するとともに、共生

社会の実現を推進するための認知症基本法（令和五年法律第六十五号）が成立したこ

とを踏まえ、認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができるよう、

認知症施策を総合的かつ計画的に推進する。 
 

【市町村における取組の推進】 
 

○ 認知症に係る地域支援事業の推進【再掲】 

86 億円の内数 → 86 億円の内数 

認知症初期集中支援チームの関与による認知症の早期診断・早期対応や認知

症地域支援推進員による相談対応、認知症カフェの設置、社会参加活動の体制

整備、認知症の人やその家族の支援ニーズと認知症サポーターを中心とした支

援をつなぐ仕組み（チームオレンジ）の整備、認知症の人と家族を一体的に支

援するプログラムを提供するための事業、若年性認知症支援コーディネーター

と連携した支援や夜間・休日等の時間外における相談支援体制の整備など、市

町村における認知症に係る事業を推進する。 

 

○ 地域包括支援センター等における ICT 等導入支援事業（推進枠） 

2.7 億円（新規） 

認知症の人やその家族を含めた包括的な支援等を推進するため、地域包括支

援センターの業務負担の軽減や多様な世代の家族介護者、地域住民がセンター

にアクセスしやすい環境の構築を図るための ICT 機器やチャットボット等の導

入支援を行う。 

 

【都道府県等による広域的な取組の推進】 
 

○ 認知症施策の総合的な取組（一部推進枠）    22 億円 → 22 億円 

ア 認知症高齢者等にやさしい地域づくりの推進    5.5 億円 → 5.5 億円 
 

       認知症施策推進大綱に基づき、認知症の人本人によるピア活動の促進や認

知症の人本人が集う取組の普及、若年性認知症の人への支援、地域での見守

り体制の確立、認知症の人とその家族に対する相談・助言等を継続的に行う

伴走型支援拠点の整備など認知症高齢者等にやさしい地域づくりを推進す

る。 
  

４.認知症施策の総合的な推進 

（R5予算）１２８億円 →（R6概算要求）１４１億円 
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イ 認知症疾患医療センターの運営（一部推進枠）   12.9 億円 → 13.2 億円 

認知症疾患医療センターを全国に設置し運営を支援することにより、認知症

疾患に関する鑑別診断、認知症の行動・心理症状（BPSD）と身体合併症に対す

る急性期治療、専門医療相談、診断後や症状増悪時の相談支援等を実施し、地

域において認知症に対して進行予防から地域生活の維持まで必要となる医療を

提供できる機能体制の構築を図るとともに、認知症の疾患修飾薬等に関する相

談支援体制を整備する。 

 

※ その他、広域的な取組を進めるため以下の取組を推進する。 

・認知症サポーターの養成の推進         28 百万円 → 28 百万円 

・認知症介護研究・研修センターの運営        3.3 億円 → 3.3 億円 

・認知症ケアに携わる人材育成のための研修や地域における認知症施策の底

上げ・充実支援          137 億円の内数等 → 137 億円の内数等 

 

【国による普及啓発】 
 

○ 認知症理解のための普及啓発等       40 百万円 → 45 百万円 
 

認知症の人本人がまとめた「認知症とともに生きる希望宣言」の展開など認知

症の人本人の視点に立って認知症への社会の理解を深めるための広報・啓発を実施

する。また、「日本認知症官民協議会」の開催・運営を通じて、認知症バリアフリ

ーの推進に向けて官民の連携を強化するとともに、認知症への取組を積極的に行っ

ている企業等による「認知症バリアフリー宣言」等を通じて、企業等の取組みの見

える化を行い、社会全体の認知症に関する取組の強化を図る。さらに、認知症基本

法で新たに位置づけられた「認知症の日」及び「認知症月間」の周知を図る。 

   

○ 大阪・関西万博における認知症に関する情報発信事業     36 百万円 
 

2025 年大阪・関西万博における「認知症バリアフリーの取組推進」に関する展

示物の検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

  



 

- 12 - 

 

【成年後見制度の利用促進・権利擁護支援の推進】 
 

○ 権利擁護支援の地域連携ネットワークづくりの推進（社会・援護局

計上分）                              6.9 億円 → 11 億円 
 

都道府県において、司法専門職や家庭裁判所等との定例的な協議の場を設ける

とともに、市町村が専門職アドバイザーなどから助言等を受けられる体制づくり

を拡充することにより、市町村による中核機関の体制整備を推進する。 

また、市町村において、相談対応時における関係機関の役割調整、専門職後見

人から市民後見人への交代を想定した受任方針の検討などの中核機関のコーディ

ネート機能を強化することにより、権利擁護支援の地域連携ネットワークの機能

強化を図る。 

 

○ 意思決定支援等の充実と新たな権利擁護支援策構築に向けた取組実

施（社会・援護局計上分）                 1.2 億円 → 2.1 億円 
 

本人を中心にした権利擁護支援を推進するため、都道府県において、市民後見

人や福祉・司法の関係者を対象にした意思決定支援研修を実施する。 

また、成年後見制度と日常生活自立支援事業など既存の権利擁護支援策等の連

携を強化し、本人の状況に応じた効果的な支援を推進する。 

さらに、総合的な権利擁護支援策を検討するため、地域における多様な主体の

参画による持続可能な権利擁護支援モデル事業の実践事例を拡充するとともに、

得られた実践事例の分析に努める。 

 

○ 成年後見制度の担い手の確保や制度の利用に係る費用の助成【再掲】 

137 億円の内数等 → 137 億円の内数等 
 

市民後見人や法人後見といった成年後見制度の担い手の育成を推進するととも

に、低所得の高齢者に対する成年後見制度の申立費用や報酬の助成等を推進す

る。 

 

【認知症研究の推進】 
 

○ 認知症研究の推進（一部新規）（一部推進枠） 12 億円 → 16 億円 
 

認知症の予防、診断、治療、リハビリテーション、ケア等の研究開発を進める

ため、バイオマーカーの開発研究や、J-TRC＊と連携して認知症発症の各段階にお

いて病態層別化を目指す研究等を継続するとともに、新たに病態背景の明確な遺伝

性認知症から認知症の病態解明に向けたコホート構築のための基盤研究等を推進す

る。 

＊ J-TRC(ジェイ・トラック)：認知症治療薬の開発を推進するために構築され

ている治験対応のコホート 
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【介護人材の確保】  

 

○ 地域医療介護総合確保基金（介護従事者の確保分）（社会保障の充実） 

【一部新規】137 億円 → 137 億円 

（公費 206 億円）（公費 206 億円） 
 

地域の実情に応じた総合的・計画的な介護人材確保対策を推進するため、介護従

事者の負担軽減に資する介護テクノロジー（介護ロボット・ICT）の導入支援（P8）

等の生産性向上の取組や外国人介護人材に対する研修・学習支援を実施するなど、

介護人材の「参入促進」、「資質の向上」、「労働環境・処遇の改善」を図るため

の多様な取組を支援する。 

※「新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等のサービス

提供体制確保事業」は、新型コロナウイルス感染症の状況等を踏まえて予算編

成過程で検討。 

 

○ 介護職員処遇改善加算等の取得促進支援事業  2.0 億円 → 2.7 億円 

   介護職員等ベースアップ等支援加算の新規取得や、介護職員処遇改善加算及び介

護職員等特定処遇改善加算の新規取得・より上位区分の加算取得向けて、介護サー

ビス事業所等に対する研修会や専門的な相談員（社会保険労務士など）の派遣を通

じた、個別の助言・指導等による支援を行う。 

 

 

【介護サービス提供体制の整備】 

 

○ 地域医療介護総合確保基金（介護施設等の整備分）（社会保障の充実） 

【一部新規】352 億円 → 352 億円 

（公費 528 億円）（公費 528 億円） 
 

地域密着型特別養護老人ホーム等の地域密着型サービス施設の整備費や、介護施設

等（広域型を含む）の開設準備経費、特養多床室のプライバシー保護のための改修等

に必要な経費の助成を行う。また、地域のニーズ等に適したメニューの充実や、令和

５年度が終期となっているメニューの見直し等を行う。 

 

  

５．介護人材の確保支援、介護サービス提供体制の整備、防災・減

災対策の推進             （R5予算）503億円→（R6概算要求）508億円 

 

（R5予算）364億円 →（R6概算要求）368億円 
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【防災・減災対策の推進】 

○ 介護施設等における防災・減災対策の推進（一部推進枠） 

12 億円 → 16 億円 

（地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金）        

    介護施設等における防災・減災対策を推進するため、地域密着型サービス施設等

へのスプリンクラー設備等の整備、耐震化改修・大規模修繕等や、介護施設等（広域

型を含む）の非常用自家発電設備及び給水設備の整備、水害対策に伴う改修等、倒壊

の危険性のあるブロック塀等の改修に必要な経費について支援を行う。 

 

 

 

 

 

○ 老人保健健康増進等事業                   25 億円 → 25 億円 

介護保険制度の適正な運営を図るため、自立支援・重度化防止に向けた高齢者の社

会参加など老人保健福祉サービスの実施や、虚弱高齢者に対する予防、認知症施策、

介護人材確保対策などに関し、先駆的、試行的な調査研究事業等に対する助成を実施

する。 

  

○ 高齢者虐待への対応             1.4 億円 → 1.4 億円 
「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」に基づき、「高

齢者の尊厳の保持」の視点に立って、虐待防止及び虐待を受けた高齢者の被害の防止

や救済を図るため、地域の実情に応じた専門的な相談体制の整備や研修の実施、市町

村との連携強化など、各都道府県における高齢者の権利擁護のための取組を推進す

る。 

 

○ 感染症等の拡大防止等に係る介護事業所・施設等に対する研修等支援 

                       50 百万円 → 50 百万円  

介護事業所・施設等に対する、感染症対策の専門家による実地研修やセミナー、業務

継続計画（BCP）の作成支援を行う。 

  

○ 高齢者向け集合住宅関連事業所指導強化推進事業 
40 百万円 → 40 百万円 

集合住宅等に入居する高齢者に対してサービスを提供する事業所への重点的な運営

指導が可能となるよう都道府県等における指導体制の強化を図るための支援を行う。 

   

 など 

  

６． その他 

（R5予算）51億円 →（R6概算要求）50億円 
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○ 避難指示区域等での介護保険制度の特別措置  9.8 億円 → 8.5 億円 
 

東京電力福島第一原発の事故により設定された帰還困難区域及び上位所得層を除く

旧避難指示区域等・旧避難指示解除準備区域等の住民について、介護保険の利用者負

担や保険料の免除の措置を延長する場合には、引き続き保険者の負担を軽減するため

の財政支援を行う。 

 

※ 当該財政支援については、被保険者間の公平性を確保するとともに、十分な経過

措置を講じる観点から、平成 29 年以前に避難指示区域等の指定が解除された地域

を対象として、令和５年度から解除時期ごとに段階的な見直しを実施している。 

 

○ 医療・介護保険料等の収納対策等支援（保険局計上分）   1.0 億円 
 

医療・介護保険料等の減免措置の見直しに当たっては、見直しの対象となる住民の

不安や疑問へ対応するためのコールセンターを設置するとともに、保険者における収

納業務等に係る所要の財政措置を実施する。 

 

○ 被災地における介護サービス提供体制の確保    1.3 億円 → 1.3 億円 
 

長期避難者の早期帰還を促進する観点から、住民帰還に先んじて、避難指示解除区

域等で事業を継続・再開する介護施設・事業所の経営等を支援する。 

 

 

＜参考＞復興庁所管 

 

○ 介護等のサポート拠点に対する支援（被災者支援総合交付金）   

102 億円の内数 →98 億円の内数 
 

復興の進展に伴い生じる被災者支援の課題に総合的かつ効果的に対応するため、

①被災者の心のケア支援、②被災した子どもに対する支援、③被災者への見守り・

相談支援等、④介護等のサポート拠点、⑤被災地の健康支援活動に対する支援を一

括化した交付金において行う。 

 

 

○ 東日本大震災からの復興への支援（介護分野） 

（R5 予算）１２億円 →（R6 概算要求）１１億円 

Ⅱ 令和６年度概算要求の主要事項（復興特別会計） 
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各施策の担当課室 電話番号（代表）０３－５２５３－１１１１

項目 担当課室

Ｉ　令和６年度概算要求の主要事項（一般会計）

　１.介護保険制度による介護サービスの確保等

　　　○　介護保険制度による介護サービスの確保 介護保険計画課（内２２６４）

　　　○　介護保険の第１号保険料の低所得者軽減措置 介護保険計画課（内２２６４、２２６０）

　２.地域包括ケアシステムの推進

【地域支援事業の推進と市町村支援】

　　　○　地域支援事業の推進

　　　　・　介護予防・日常生活支援総合事業等の推進 認知症施策・地域介護推進課（内３９８６）

　　　　・　包括的支援事業の推進

　　　　　①　認知症施策の推進 認知症施策・地域介護推進課（内３９７３）

　　　　　②　生活支援の充実・強化 認知症施策・地域介護推進課（内３９８６）

　　　　　③　在宅医療・介護連携の推進 老人保健課（内３８７２、３９９３）

　　　　　④　地域ケア会議の開催 認知症施策・地域介護推進課（内３９８２）

　　　○　地域づくり加速化事業 認知症施策・地域介護推進課（内３９８２）

【保険者機能の強化、介護予防の取組】

　　　○　保険者機能強化推進交付金等による保険者インセンティブの推進 介護保険計画課（内２１６５）

　　　○　保険者による自立支援、重度化防止、介護予防の横展開
認知症施策・地域介護推進課（内３９８６）

老人保健課（内２１７１、３９４７）

　　　○　大規模実証事業 老人保健課（内３９４７、３６８３）

【生涯現役社会の実現に向けた環境の整備等】
認知症施策・地域介護推進課

（内３９３５、３８７７、３８７８）

【在宅医療・介護連携の推進】 老人保健課（内３８７２、３９９３）

【その他】

　　　○　高齢者住まい・生活支援伴走支援事業 高齢者支援課（内３９８１）

　　　○　離島等サービス確保対策事業 認知症施策・地域介護推進課（内３９８７）

　３.介護分野におけるＤＸの推進・科学的介護・生産性向上の取組を通じた介護サービスの質の向上等

　　　○　介護関連データ利活用に係る基盤構築事業 老人保健課（内３９４４）

　　　○　科学的介護情報システム（LIFE）の改修・運用 老人保健課（内３９４４）

　　　○　科学的介護に向けた質の向上支援等事業 老人保健課（内３９４４）

　　　○　介護サービス情報公表システム整備等事業 認知症施策・地域介護推進課（内３９８２）

　　　〇　介護保険制度改正等に伴うシステム改修 介護保険計画課（内２１６２）

　　　〇　介護保険システムの標準化に向けた標準的仕様書作成等業務委託事業 介護保険計画課（内２１６４）

　　　〇　介護保険資格確認等WEBサービス 介護保険計画課（内２２６０）

　　　〇　介護DX関係工程管理支援 介護保険計画課（内２２６０）

　　　〇　介護保険事業者及び介護支援専門員管理システム　国家資格等情報連携・活用システムへの業務

　　　　移行等事業
認知症施策・地域介護推進課（内３９３６）

　【生産性向上の取組を通じた介護サービスの質の向上等】

　　　○　介護テクノロジー導入支援事業（仮称）（地域医療介護総合確保基金） 高齢者支援課（内３８７６、３９６９）

　　　○　介護生産性向上推進総合事業（地域医療介護総合確保基金） 高齢者支援課（内３８７５）

　　　○　介護ロボット開発等加速化事業 高齢者支援課（内３９６９）

　　　○　ケアプランデータ連携システム構築事業 高齢者支援課（内３８７６）

　　　○　介護事業所における生産性向上推進事業 高齢者支援課（内３８７６）

　４.認知症施策の総合的な推進 認知症施策・地域介護推進課（内３９７３）

　５.介護人材の確保支援、介護サービス提供体制の整備、防災・減災対策の推進

【介護人材の確保】

      ○　地域医療介護総合確保基金（介護従事者の確保分） 認知症施策・地域介護推進課（内３９３５、３８７８）

　　　○　介護職員処遇改善加算等の取得促進支援事業 老人保健課（内２１７７、３９５９）

      ○　地域医療介護総合確保基金（介護施設等の整備分） 高齢者支援課（内３９２８）

　　　○　介護施設等における防災・減災対策の推進 高齢者支援課（内３９２８）

　６.その他

　　　○　老人保健健康増進等事業 総務課（内３９１８）

　　　○　高齢者虐待への対応 高齢者支援課（内３９６６）

　　　○　感染症等の拡大防止等に係る介護事業所及び従事者に対する研修等支援事業 高齢者支援課（内３９２８）

　　　○　高齢者向け集合住宅関連事業所指導強化推進事業 総務課介護保険指導室（内３９５８）

Ⅱ　令和６年度概算要求の主要事項（復興特別会計）

 ○　避難指示区域等での介護保険制度の特別措置 介護保険計画課（内２２６４、２１６４）

 ○　医療・介護保険料等の収納対策等支援 介護保険計画課（内２９３７）

 ○　被災地における介護サービス提供体制の確保 高齢者支援課（内３９２５）

　（参考）被災者支援総合交付金（復興庁所管）による支援

 ○　介護等のサポート拠点に対する支援 認知症施策・地域介護推進課（内３９３５、３８７８）


